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会⾧挨拶 
 

私たち島田商工会議所青年部は今年度、30 周年の節目を迎え、今までの活動を振り返り

ながら、次の 10 年に向かって新たな一歩を踏み出す年となります。それを象徴する中期ビ

ジョンとして「JOY’N」を提唱しました。これは「join」、「joint」、「joy」を重ねた造語です。

様々な活動に加わり、繋がりをもって、何よりそれを楽しむことによって、より一層会員の

資質向上になるように、心をひとつにして、未来に向かって歩を進める所存です。 

そのような年であるからこそ、地域社会ともジョイントし、課題へのアプローチもより深

くそして革新的であるべきだと考えています。今年度スローガンは「希望の道標となれ～故

きを知り、新しきを考え、共に行動する～」と掲げており、今年度においても昨年度までの

提言を受け継ぎながら、新たな時代の流れをにらみ、違った角度からの提言を意識しました。 

本提言では、昨年度の軸であったローカルファーストの価値観を共有しながら、自治体

DX の推進に関して提言させていただいております。少し背伸びしているのかもしれません、

風呂敷が大きすぎるのかもしれませんが、青年部の魅力は夢を語れることであり、熱い想い

をもつことであると思っています。島田で経済活動を営む人々が、笑顔で明るく過ごせるよ

うにと願っていることは皆一緒です。この提言書を、私たちの思いの部分も合わせ汲み取っ

ていただけたら幸甚に存じます。 

 

 
令和４年度島田商工会議所青年部 

会⾧  青島亮 
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はじめに 
2020 年 1 月に国内初の新型コロナウイルス感染者が確認されてから 3 年が経過します。 

2023 年 1 月 27 日、政府の対策本部は、新型コロナの感染症法上の位置づけについて、同

年 5 月 8 日に、今の「2 類相当」から季節性インフルエンザなどと同じ「5 類」に移行する

方針を決定されたことを発表し、ようやくアフターコロナ時代が現実化します。 

2022 年を振り返れば、日本経済は、新型コロナウイルスの影響のほか、世界的なサプラ

イチェーンの変調に加え、同年 2 月ロシアのウクライナ侵攻によりエネルギーや鉱物、穀

物等の価格高騰に拍車がかかり、1 年前に比べコスト増を感じている企業は 9 割を超えまし

た。また、このコスト上昇分を受けて、約７割の企業が発注側企業との価格協議ができてい

ると回答する一方で、約２割の企業がコスト増加分を自社で吸収している現状が浮き彫り

になりました（日本商工会議所 2022 年 11 月及び 12 月 LOBO 調査結果より）。 

 

島田市内の地域経済も全国的状況とあまり変わらないことを実感しています。 

2021 年初春頃から始まったウッドショックは、2022 年も続き木材の価格が高騰しまし

た。市内の建築会社では、木材の調達に四苦八苦していました。 

飲食店についてみれば、昨年に比べ委員会活動後の焙炉上げで飲食店に行く機会が増え、

行動制限がないこともあり、比較的満席になっている状況からするとコロナ前の状況に戻

りつつあります。ただ、帰りの足（タクシー・代行）を確保する困難さが現在も残っていま

すが、島田市地域においても人流・景気が緩やかに回復していることを肌で感じています。 

 

話は変わりますが、島田市においても着実に人口減少・少子高齢化の波が押し寄せていま

す。 

このような厳しい時代では、若者の首都圏への人口流出、基幹産業の衰退、労働力不足に

よる企業活動の停滞、地域経済の縮小等といった地方ならではの課題が生まれてきます。 

コロナ危機により社会全体のデジタル化が十分に進んでいないことが明白になりました。

今後、デジタル社会が急速に進展していく中で、島田市がデジタル化に乗り遅れることのな

いよう想定される課題を行政・企業・市民が考え、今まで以上に連携・協働により課題解決

を図っていかなければなりません。 

 そこで、将来の島田市の地域経済を牽引していく若手経営者の団体である島田商工会議

所青年部（以下「島田 YEG」という）は、島田市がどの地方都市よりも経済的に発展して

欲しいという願いを込めて 1 年間提言に向けた活動を行ってまいりました。 

令和 3 年度には「ローカルファーストによる地域内経済循環の活性化」を提言していま

す。本年度は、この分野について更に委員会内で１年かけて探求すると共に、令和 4 年 10

月に開催された『島田の新しい風会議』の場で行政と我々島田 YEG メンバーとが意見交換

を行った結果を踏まえ委員会で更に議論を重ねてまいりました。 
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その結果、令和 4 年度島田 YEG 政策委員会では「島田市版ローカルファーストの定義の

策定・その共有の必要性」、「自治体 DX の推進の必要性」の結論に至りました。 

そこで、島田市がデジタル化に乗り遅れることのないよう産学官民が連携・協働により自

治体 DX を強力に推進していくことを期待して本提言書をまとめました。 

 

最後に、「県下 NO.1 ＤＸのまち島田市」となるためのまちづくりを進めるにあたり、

本提言が一助となることを願っております。 
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島田市版ローカルファースト（価値観）を共有し 

産学官民連携・協働により、自治体 DX を推進させ 

県下 NO.1DX のまち島田市へ 

 

施 策 

DX を活用した島田市地方創生総合プロジェクトの実施 

≪概要≫ 

「県下 No.1 DX のまち島田市」を目指すことを目的に、DX を各施策のつなぎ役として

島田市が現在行っている施策「第 2 次島田市総合計画」・「島田市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」・「島田市観光戦略プラン」・「中心市街地活性化基本計画」・「島田市トランスフォー

メーション推進計画・アクションプラン」・「島田市都市計画マスタープラン」・「文化芸術推

進計画」を融合させた島田市地方創生総合プロジェクトを実施して島田市の活性化を図る。 
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融 合 

島田市地方創生総合プロジェクトイメージ図 

第 ２ 次 島 田 市 総 合 計 画  
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具体的取組み 

①  DX 人材確保の観点から産学官民連携・協働による島田市中心市街地に存在する

空き家・空き店舗を利用した『大学発 IT 系ベンチャー企業』を誘致する総合プロジ

ェクトの実施。 

②  Society 5.0 ＊１に向けた人材育成の観点から産学官民連携により起業家精神教育

と最先端なデジタル技術を学ぶことができる『市立高等専門学校』を設立し、地方

創生を担う人材の育成に取り組む。 

 

＊１ Society 5.0 とは 

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムに

より、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society） 

狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 

4.0）に続く、新たな社会を指すもので、第 5 期科学技術基本計画において我が国が目指す

べき未来社会の姿として初めて提唱された。 

 出典：内閣府ＨＰ Society 5.0 
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第 ２ 次 島 田 市 総 合 計 画  

島
田
市
ト
ラ
ン
ス
フ
Ỿ
ổ
メ
ổ
シ
ἂ
ン
推
進
計
画 

・
ア
ク
シ
ἂ
ン
プ
ラ
ン 

島
田
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略 

中
心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画 

島
田
市
観
光
戦
略
プ
ラ
ン 

島
田
市
都
市
計
画
マ
ス
タ
ổ
プ
ラ
ン 

文
化
芸
術
推
進
計
画 

具体的取組に係る対象計画等  



10 

 

 

 

 

 

 

第１部 
 

 

島田市版ローカルファースト（価値観）とは？ 
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ローカルファーストの共有が大切である！ 

島田 YEG においても、市が目指す将来像「笑顔あふれる 安心のまち 島田」の実現に向

けて産学官民が連携してまちづくりを進めていくことに共感している。 

むしろ、今後は島田 YEG のメンバー（若手経営者）が島田のまちづくりに積極的に参加

すべきであると考える。 

若手経営者ならではの行動力・発想力をぜひまちづくりに生かしていけたらと思う。 

 

まちづくりを産学官民連携・協働で進めていく場合、年齢、性別、居住地、職業、立場等

によりさまざま価値観を持っており、このことを前提にまちづくりを進めて行く必要があ

る。 

将来の島田市を考えて多様性を認めながら地域活性化に向けた施策を地域住民全員が自

分の事として考え、市民一人ひとりが共感する部分・共有できる部分を見つけ出しながら、

地域の特性を生かし、持続的に発展できるようなまちづくりを進めて行かなければならな

い。このことは、島田市をより発展させるために重要なことと考える。 

多様な価値観を認めながらも地域活性化に向けた各施策を実行していくためには、一つ

の共通の価値観を定め共有することが大切であると思う。 

 

この価値観の一つに「ローカルファ

ースト」がある。 

令和３年度島田 YEG では、この「ロ

ーカルファースト」という価値観に注

目し地域経済を活性化させるための

政策提言を行った。 

この中で、「ローカルファースト」

とは「地域でできることは、できる限

り地域で担う」という趣旨と捉え政策

提言を行っている。 

単に「ローカルファースト」と聞け

ば、地元優先・地産地消といった言葉

がイメージされるが、果たして、真の

「ローカルファースト」とは何なの

か？ 

 

令和４年度島田 YEG 政策委員会で

は、１年かけて地域経済の活性化という視点 出典:令和 3 年度政策提言書 島田商工会議所青年部 
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で「ローカルファースト」について学

び研究してきた。 

「ローカルファースト」とは、民間

主導のまち育て・再生実践マニュアル

～ローカルファーストの精神を取り

入れる～（2021 年 3 月日本商工会議

所発行）によれば、「ローカルファー

スト」には、言葉の定義は定められて

おらず、地域ごとの特徴ある活動と気

づきを通じた自由な解釈に委ねるこ

ととされている。更に、自分たちの地

域に合った価値観を見出す中で感じ

取り、その理念に共感してもらうこと

を前提としていることとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

では、「島田市版ローカルファースト」とは何なのか？ 

 

地域経済を発展させるためには、地域優先・地産地消といった地域内経済循環という視点

は重要であるものの、さらに発展的視点（多様性と変化）を取り入れる必要があることに気

づいた。 

人口減少時代やデジタル化が急速に進展していく中で、地域経済をより発展させるため

には、複雑化・多様化に迅速に対応し変化し続けていく必要がある。 

この変化に対応していくためには、地域優先・地産地消に加え、地域外の資産（人材）へ

の積極的投資も必要となる。地域には強み・弱みといった特性があるため、地域内資産のみ

の活用だけでは、自ずと限界があり、やがては閉塞してしまう恐れがあるため外部資産を活

用し弱みを補う必要がある。このため外部資産への積極的投資を行い、これを起爆剤として

地域経済をより一層循環させていくことが求められると考えている。 

 

そこで、令和 4 年度島田ＹＥＧ政策委員会では、「島田市版ローカルファースト」を次の

出典：民間主導のまち育て・再生実践マニュアル～ローカル
ファーストの精神を取り入れる～（2021 年 3 月日本商工会
議所発行） 
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ように定義した。 

 

 

専門家目線ではなく、地域目線に立ち、地域第一、地域優先、地域資源、文化や
歴史を大切に、持続可能な地域社会を形成していくために産学官民連携のもとＤＸ
技術を活用しながら 

① 分析＝まちの現状・課題の把握分析 
② 発掘＝地域の強み・宝探し 
③ 活用＝地域資源を活用した新商品、しくみ・制度、ブランドの創造 
④ 克服＝外部資源を活用した地域の弱みを克服 
⑤ 交流＝地域内外人材の交流、世代交代、産学官民交流 
⑥ 発展＝地域の特徴を生かした「産業」の創造 
を行い、 

ⅰ）地域でできるところは地域で担い、得意とするところは更に発展させる。 
ⅱ）地域でできないこと・不得意なところは素直に認め、外部資源を活用し克服する。 

 
ⅰ）とⅱ）を実現することで、地域内経済循環を活性化させ市民一人ひとりが、 
まちの魅力を理解し他に誇れるようなまちとすること（価値観）。 

  

島田市版ローカルファースト 
（価値観） 
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地域内経済循環イメージ図 
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分配 支出 

企業などが付加価値

（所得の源泉）を生

み出す 
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消費や投資を行う 

付加価値が所得と

して家計・企業に

分配される 

地域内（島田市） 

外部資産（人材） 

融合 

出典:令和 3 年度島田 YEG 政策提言書 
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分配 支出 

企業などが付加価値（所

得の源泉）を生み出す 

家計・企業などが消

費や投資を行う 

付加価値が所得として

家計・企業に分配され

地域内（島田市） 

外部資産（人材） 

所得 

DX 技術 
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生産・販売 地域内において地域企業・事業所が生産・販売を行い所得を稼ぐ 

分配（家計・企業） 生産で稼いだ所得を地域の住民・企業に分配する。 

外部人材に所得の一部を積極的に投資する。 

支出（消費・投資） 分配された所得を用いて地域内に消費・投資に支出することで生産・販売へ還

流する 

外部資産（人材） 外部資産（人材）を活用し弱みを補い生産・販売力を向上させる 
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第 2 部 第 1 章 
 

 

DX を活用した島田市地方創生総合プロジェクトとは？ 
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「DX を活用した島田市地方創生総合プロジェクト」とは？ 

島田市空家等対策計画を例にとると同計画は、島田市総合計画（平成 30 年度策定）及び

島田市都市計画マスタープラン （平成 21 年度策定）を上位計画に持ち、また関連計画とし

て「島田市国土強靭化地域計画」、「島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「島田市過疎

地域自立促進計画」、「辺地総合整備計画」、「島田市障害者計画」、「島田市高齢者保健福祉計

画」、「島田市営住宅等⾧寿命化 計画」、「中心市街地活性化基本計画」がある。 

この計画の中で具体的取組を見ると次項の通り示されている。 

この取り組みを見ると空家等対策に限っての取組みが中心である。 

前述したように島田市空家等対策計画には、2 つの上位計画のほか、8 つの関連計画が位置

づけされている。しかし、これらを総合的に取り組む具体的施策が計画されていない。 

例えば、島田市空家等対策計画に①島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略＋②中心市街

地活性化基本計画＋③島田市トランスフォーメーション推進計画・・アクションプランを組

み合わせた具体的取組を計画した場合 

①中心市街地に点在している空き家・空き店舗（以下「空家等」という。）を活用して、デ

ジタル技術をその生業とする事業者・技術者・起業家を募集する。 

②空家等所有者がこれらの者に貸し出すにあたり Wi-Fi 環境等の環境整備を行った場合に

は、補助金を支給し環境整備を整える。 

③また、事業者等が島田市に移住することになれば、更にこれらの者に移住支援金を支給し

たり、その他の移住支援策を講じる。 

このように、各計画等を充足させるための横断的な取組みを行うといったものである。 

 

  

島田市人口の推移 

出典：島田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン 
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 出典：島田市空家等対策計画（平成 31 年 3 月） 
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自治体 DX 推進の必要性の理由 

理由① 人口減少・少子高齢化の進行から 

理由② 新型コロナウイルス対応から 

 

理由①人口減少・少子高齢化の進行 

日本国内において人口減少・少子高齢化は、国の想定を上回る速度で進行している。厚生

労働省は 2022 年 12 月 20 日、2022 年（令和 4 年）10 月分の人口動態統計速報を公表し

た。2022 年 1～10 月の出生数は 66 万 9,871 人で、前年同期より 3 万 3,827 人減り、過去

最少の水準となった。このペースで推移すると、2022 年の出生数は初めて 80 万人を割り込

む見通しとなっている。国立社会保障・人口問題研究所が 2017 年に公表した予測では、出

生数が 80 万人を下回るのは 8 年後の 2030 年となっており少子化が想定を上回るペースで

進んでいる。 

 

島田市の 人口減少・少子超高齢化の状況 

島田市の人口は、平成 7（1995）年に 103,490 人であったが、人口減少・少子高齢化時

代に突入している。 

令和４年（2022 年）11 月末時点では、96,597 人となっておりピーク時から 6,893 人（6.66％）

減少している。また、島田市では平成 7（1995）年に年少人口と高齢人口比率の逆転がおき、

人口減少・少子高齢化の波が着実に進んでいる。（島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略～ 未来

創造 ～平成 30 年９月（改定）より） 

今後、更なる若者の首都圏への人口流出、基幹産業の衰退、労働力不足による企業活動の

停滞、地域経済の縮小等といったことが懸念される。 

 

このような厳しい時代を迎えるにあたり、より迅速に地域活性化に向けたまちづくりを

進めていく必要があると考える。 

将来の若者達のために地方都市が持続的に発展していくためには、DX を活用したまちづ

くりを推進し、地方に居住する将来の若者達が、安心した生活を続けていくための施策が重

要なカギを握ると思う。 

 

地方都市の魅力を向上させるために、ＤＸにより地域課題を迅速に把握、若者のニーズを

捉え、課題解決に向けて行動していく必要がある。業務効率化、生産性向上、付加価値の創
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出、新ビジネスの展開により地域経済を活性化させることで、大都市圏への人口一極集中を

改善し、地方においても魅力的仕事をすることが可能であることを示していきたい。 

 

理由②新型コロナウイルス対応から 

コロナ危機により社会全体のデジタル化が十分に進んでいないことが明白になり社会問

題となった（静岡県経済白書 2023 より）。これを受けて、国は、その打開策として自治体の

デジタル化を急速に進めている。 

総務省からは、自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第 2.0 版】

が発表され、その意義について次のように記述されている。 
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新型コロナウイルス対応において、地域・組織間で横断的にデータが十分に活用できない

ことなど様々な課題が明らかとなったことから、こうしたデジタル化の遅れに対して迅速

に対処するとともに、「新たな日常」の原動力として、制度や組織の在り方等をデジタル化

に合わせて変革していく、言わば社会全体のデジタル・トランスフォーメーション（DX）

が求められている。 

こうした認識に基づき、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」（2020 年 12 月 25 

日閣議決定）において、目指すべきデジタル社会のビジョンとして「デジタルの活用により、

一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会～

誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示された。 

～省略～ 

このビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村の役

割は極めて重要であり、自治体の DX を推進する意義は大きい。 

 

 

また国としては、岸田文雄首相が 2021 年の所信表明演説において、「デジタル田園都市

国家構想」を打ち出し、「地方からデジタルの実装を進め、地方と都市の差を縮め、都市の

活力と地方のゆとりの両方を享受できる」社会の実現を目指している。 

デジタルの力で、地方の個性を生かしながら社会課題の解決と魅力の向上を図り、「地方

に都市の利便性を、都市に地方の豊かさを」を実現し、全国どこでも誰もが便利で快適に暮

らせる社会を目指している。 
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【政府の主な取り組み】 
令和２年 12 月 25 日 

（閣議決定） 
 
 

 
 
 
 

（策定 総務省） 

 
「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」 

目指すべきデジタル社会のビジョン 
「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様
な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」が示された。 
「デジタル・ガバメント実行計画」  
        ⇓ 
「自治体ＤＸ推進計画」 

令和３年５月 
成立・交付 

 
「デジタル改革関連法案」 
デジタル社会形成基本法、地方公共団体情報システムの標準化に関する法律を含めたデ
ジタル改革関連法 

令和４年６月 
閣議決定 

 
「デジタル社会の実現に向けた重点計画」 
前記ビジョンが目指すべきデジタル社会のビジョンとして改めて位置づけられた。 
 このビジョンの実現のためには、住民に身近な行政を担う自治体、とりわけ市区町村の
役割は極めて重要となった。 
「デジタル田園都市国家構想基本方針」 

令和 4 年 9 月 
改定 

「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第 2.0 版】」 

【静岡県・島田市の自治体 DX 推進に向けての取組み状況】静岡県の状況 

都道府県別の自治体 DX への取

組み状況について、日本総研地調

査部 主任研究員 野村敦子氏は偏

差値を用いて表している。（Research 

Focus ≪ 自 治 体 DX の 動 向 シ リ ー ズ 

№1≫2022 年 10 月 25 日 No.2022-038 データ

から見る都道府県別自治体 DX の進展状況よ

り）。 

その偏差値は下記のとおりである 
1 位 神奈川県   64.95 
2 位 東京都    60.98 
3 位 愛知県    59.60 
4 位 福井県    58.76 
5 位 静岡県    58.72 

（偏差値が高いほど自治体 DX の

取組みが進んでいる）。 

この結果について、同氏は「イン

ターネット利用者の割合が高い都道府県ほど、DX の取組みが進んでいる可能性があると推

察している。行政手続き等のデジタル化を進めた場合にも、地域住民がインターネットやス

マートフォンを利用できない状況であれば、オンライン化の実施率は高くとも利用率が低

いことになりかねないため、地域住民がデジタル行政サービスに対応できるように、民間事

業者と連携して進めていく必要性がある。」とも推察している。 

出典：Research Focus≪自治体 DX の動向シリーズ №1≫2022 年

10 月 25 日 No.2022-038 データから見る都道府県別自治体 DX の

進展状況 
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この研究結果によれば、静岡県は、自治体 DX の取組みが全国の中でも先進的に進んでい

る状況であると評価できる。 

 

島田市の取組み状況 

島田市は、令和元年 11 月 27 日にデジタル変革宣言をした以降、DX 推進課立ち上げ、ラ

インアカウントの開設、島田市デジタル･トランスフォーメーション推進計画策定、アクシ

ョンプラン作成、自治会 DX の取組み促進等、比較的早い段階から自治体 DX を推し進め

ている。 

【島田市の自治体 DX に向けた主な取り組み】 

令和元年 
１１月２７日 

 

島田市デジタル変革宣言 
DX 推進課立ち上げ？ 

令和 2 年 8 月 25 日 

 

コミュニケーションアプリ「LINE」を活用した島田市公式アカウントを開設 

令和２年１０月１日 

 

島田市ＤＸ推進委員会の設置 

令和２年１１月６日 

 

島田市自治会連合会、株式会社 TOKAI ケーブルネットワーク及び  
島田市の自治会デジタル化推進事業に関する協定書締結 

令和 3 年 3 月 31 日 

 

公式ホームページの総合トップページをリニューアル 

令和４年２月 

 

島田市デジタル･トランスフォーメーション推進計画策定 
アクションプラン作成 

令和４年５月２７日 
 

島田市デジタルプロモーション業務委託 

６月１９日 

 

島田掛川信用金庫と島田市・掛川市とデジタルトランスフォーメーション（DX）
推進に関する協定締結。 

 

株式会社デジタルトランスフォーメーション研究所（本社 東京都千代田区、代表取締役 

荒瀬光宏）は、2021 年 12 月に自治体 DX 調査報告書をまとめた。その中で、約 8 割の自治
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体が「未着手」と公表している。これを考慮すれば島田市の DX 推進に向けた取り組みは、

一定の評価をすることができる。今後もより一層自治体 DX を推進していただき、先進的な

取り組みをしている自治体として紹介されるほどデジタル化を進めていただきたいと思う。 
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第２部 第 2 章 
 

 

DX を活用した島田市地方創生総合プロジェクト 

               具体的施策とは？ 

  



27 

 

【島田市が DX 推進計画を進めるうえでの課題は？】 

 

１．各基本計画等をつなげるツールがない 

２．DX 人材の確保・育成 

 

１．各基本計画等をつなげるツールがない 

島田市では、第 2 次島田市総合計画の下に各施策の基本方針を定めて具体的取組みを進

めている。 
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令和 4 年度島田ＹＥＧ政策委員会調べ 
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各基本計画等の基本方針等を分析すると「人口減少」、「少子高齢化」、「空き家・空き店舗

の活用」、「デジタル技術（SNS、ICT、DX）の活用」、「地域活性化」、「市民・事業者・行政

の連携・協働」といった共通した言葉が出てくるものの具体的取組については、島田市空家

等対策基本計画と同様に各計画等を横断的に取組む施策が存在しない。 

そこで、国の施策、島田市の取組み状況を鑑み、今後は、自治体 DX の推進の必要性が増

すことから、各施策のつなぎ役を「DX」と定め、前述した島田市地方創生総合プロジェク

トを実施していく必要があると考える。 

このつなぎ役としての「DX」には、もちろん技術的な意味も含まれるが、ＤＸの推進に

立った各施策を検討するといった、いわばスローガン的な意味合いも含まれる。 

 

２．DX 人材の確保・育成 

各自治体が DX を推進する場合「人材の確保・育成」が課題として挙げられる。このため、

政府は「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年６月７日）」において専門的なデ

ジタル知識・能力を持つ人材の育成・確保をするための取組みを行っていくとしている。 

また、自治体 DX を進めるうえで求められる人材像については、下記の表のとおり総務省

から示されている。 

自治体 DX を進めるうえで求められる人材像 

人材像 役割 主なスキル等 

(1) プロデューサー  
（CIO 補佐官等） 

全庁的なデジタル 
変革を主導する。 

国の政策動向に関する 
知見、全体方針立案 

(2)プロジェクト 
マネージャー  

各プロジェクトの 
企画・推進を行う。 

企画構想、スケジュール管理、 
コスト管理 

(3)サービスデザイナー 
各プロジェクトにおける 
サービス・業務の設計を行う。 

業務改革、サービス設計、 
UI・UX 

(4)エンジニア 
各プロジェクトにおける 
テクノロジーの実装を担う。 

RPA、ローコード等に 
関する知見 

 

 

このように、自治体 DX を推進するうえで立場に応じた高度な専門的スキルが要求されてい

ることがわかる。 

そのため、日本全国の自治体において DX を推進する状況になれば、今後地方都市は、DX 人

材の確保・育成に向けた取組みが必要となる。外部人材の登用については、各自治体で取合いに

なり、DX 人材の確保が困難になっていく可能性がある。そのため外部人材に依存するだけでは

なく、地域内で次代を担う人材を早くから育てていく取組みが必要となると考える。 

この点について、島田市トランスフォーメーション推進計画・アクションプランを見てみ

ると、 

出典：自治体ＤＸ推進手順書 概要 総務省（令和 4 年 9 月 2 日） 
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自治体 DX を進めて行くうえで求められる人材像を将来にわたりどのように確保し、

育成していくのか記述されていない。 

政府は、「デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和４年 6 月７日）」の中でデジタル人

材の育成・確保の取組みとして 

①国民のデジタルリテラシーを向上 

②デジタル人材育成プラットフォームの構築 

③民間人材育成の推進 

④政府機関におけるデジタル人材の確保・育成等の推進 

⑤女性デジタル人材育成の推進 

を定めて専門的なデジタル知識・能力を持つ人材の育成・確保に力を入れている。 

 

この状況をどう捉えるべきか、令和 4 年度島田 YEG 政策委員会で検討した結果、島田

市の現状を知るべきであると結論に達し、島田市内企業の中で、デジタル技術を生業とし

ている企業がどの程度存在するのか調査してみた。 
 

 
 

令和３年度版島田市統計書 13．経済センサス‐基礎調査によれば、平成 26 年全事業所

数 4571 社のうち情報通信業 24 社 全体の 0.5％程度である。 

24.0%

14.5%

11.6%10.1%
9.2%

6.6%
5.9%

4.8% 4.0%
3.6% 2.0% 1.4% 0.6%0.6% 0.5%0.3%

0.3%
0.2%

13.経済センサスー基礎調査

I卸売業、小売業 E製造業

D建設業 Ｍ宿泊業、飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業 P医療、福祉

Ｒサービス業（他に分類されないもの） K不動産業、物品賃貸業

Ｌ学術研究、専門技術サービス業 Ｏ教育、学習支援業

H運輸業、郵便業 J金融業、保険業

Ｑ複合サービス事業 S公務

G情報通信業 A～B農林業

出典：令和３年度版島田市統計書 13．経済センサス‐基礎調査を基に島田 YEG 作成 
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令和元年に新規事業所として 2 社挙げられているものの平成 26 年調査以降、廃業してい

る事業所不明とされているため実際に何社存在しているのか正確な数字を把握することは

できなかった。 

また、情報通信業者すべてが DX 人材を提供できるのか不明な点もある。仮にすべての企

業が DX 人材を提供できると想定した場合でも、今後、企業数の減少も想定されるため、島

田市内の企業だけでは、当市における自治体 DX を進めるうえでかなり厳しい状況と言わ

ざるを得ない。 

このような状況の中で、島田市トランスフォーメーション推進計画・アクションプランに

人材の育成・確保への取組みがほとんど記述されていない点についてみれば、低評価と判断

せざるをえない。 

 

以上の課題解決に向けて令和 4 年度島田 YEG では、その政策提言として、前述した

島田版ローカルファーストを実施し「DX を活用した島田市地方創生総合プロジェクト」

を行うために外部資源（人材）を活用して、短所（ＤＸ技術）を補う具体的取組みとし

て次の２つを提言する。 

≪内容≫ 

①  DX 人材の確保の観点から産学官民連携・協働による島田市中心市街地に存在する

空き家・空き店舗を利用した『大学発 IT 系ベンチャー企業を誘致』する総合プロジ

ェクトの実施。 

 

 

②  Society 5.0 ＊１に向けた人材育成の観点から産学官民連携により起業家精神教育と

最先端なデジタル技術を学ぶことができる『市立高等専門学校を設立』し、地方創生

を担う人材の育成に取組む。 
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その１ 

 産学官民連携・協働による島田市中心市街地に存在する空き家・空き店舗を利

用した『大学発 IT 系ベンチャー企業』を誘致する。 

 

  



32 

 

政府が掲げた施策との親和性 

国の施策①スタートアップ支援策への取組み 

米国や欧州諸国と比べて日本では起業文化が育っておらず、日本の開業率は 2009 年 4.7％

→2020 年 5.1％と米国や欧州主要国と比べ、低い水準で推移している。 

起業には、イノベーションの源、地域経済の活性化や雇用の創出といった効果が期待され

日本経済、地方経済の活性化のカギとなる。 

岸田政権は令和 4 年を「スタートアップ創出元年」と位置付け、令和 4 年 11 月 28 日「ス

タートアップ育成５か年計画」を策定しスタートアップ支援施策を講じている。 

 

 

国の施策②大学等でのスタートアップ創出支援への取組み 

日本国の経済が持続的な発展を続けていくためには、イノベーションの連続的な創出が

必要である。大学発ベンチャーは、大学に潜在する研究成果を掘り起こし、新規性の高い製

品により、新市場の創出を目指す「イノベーションの担い手」として高く期待されるとされ、

（経済産業省 HP より）、支援対象に起業を目指す方のほか、大学も対象としている。 

大学発ベンチャー企業の状況は、大学発ベンチャー企業数（2021 年度調査時点）2020 年

度調査から 401 社増加し 3,306 社、2014 年度以降、企業数毎年増加傾向にある。 

出典：スタートアップに関する基礎資料集 3 令和 4 年度 10 月 内閣官房新しい資本主義実現本部事務局 
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2021 年 10 月時点 今年度把握した 3265 社のうち、直近 1 年間における新規設立した大学

ベンチャー企業数は 200 社 

IT（アプリケーション、ソフトウエア）系の 2019 年より 244 社増加し企業数 2021 年調

査 982 と増加傾向にある（経済産業省 大学発ベンチャーデーターベースより）。 

しかし、大学発ベンチャー企業を推進する場合には、資金調達支援以外の支援策としてイ

ンフラ整備支援、経営支援、法務支援、労務管理支援、マッチング支援、マーケティング支

援等の必要性が挙げられている（2022 年 5 月大学発ベンチャーの実態等に関する調査㈱価値総合研

究所が行った国・自治体・大学・VC からの効果的支援についての調査結果より）。 

 

 出典：経済産業省 大学発ベンチャーデーターベース 
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出典：経済産業省 大学発ベンチャーデーターベース 

出典：経済産業省 大学発ベンチャーの実績等に関する調査 2022 年 5 月 ㈱価値総合研究所 
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【大学発ＩＴ系ベンチャー企業の誘致に係る視点】 

１．第 2 次島田市総合計画後期基本計画からの視点 

第２次島田市総合計画後期基本計画では、島田市中心市街地活性化基本計画に基づく取

組みを、商店街や地域住民、関係団体、市内事業者などと連携して実施し、中心市街地のに

ぎわいづくりを進めるとされており、その目標値を中心市街地の空き家・空き店舗への出店

支援件数（R1 年度からの累計）として R7（2025 年）20 件としており、この目標値達成に

向けた取組みの 1 つとして意義があるといえる。 

めざそう値 

中心市街地の空き家・空き店舗への

出店支援件数 

基準値 R2（2020） 目標値 R7（2025） 

6 件 20 件 

 

 

２．「島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」からの視点 

島田市まち・ひと・しごと創生総合戦略の中で今後の目指すべき「まち」の姿に関する市

民アンケートの回答のうち「企業誘致や雇用の確保」が「持続可能な暮らしやすいまちづく

りに重要な取組み」であるとの声が多く（回答数 1 位 54％）、それら市民の声を反映させた

具体的施策の一つともいえる。 

 
 

 

３．「中心市街地活性化基本計画」からの視点 

島田市中心市街地活性化計画では、基本方針 3：「まちなかの働く場づくり」⇒中心市街

地における日常的な稼ぐ力を向上させるため、働く拠点となる店舗、会社等の開業、進出を

支援すると定めており、この施策を具現化するものであるといえる。 

また、島田市の中心市街地活性化に関して行ったアンケート結果（平成 28 年度）におい

て、「空き店舗への入居、リノベーションによる新規入居者の促進」が中心市街地の魅力を

出典：第 2 次島田市総合計画後期基本計画書 

出典：島田市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン～未来創造～（令和元年改訂版） 
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高めるために必要なこととして市民の回答率が高かった（46.4％）ことから、市民の声を反

映させた具体化施策の一つともいえる。 

 

 

 

 

４．「島田市トランスフォーメーション推進計画・アクションプラン」からの視点 

島田市トランスフォーメーション推進計画・アクションプランでは、その施策の柱として 

「地域・産業を元気にします！」を挙げている。特に産業 DX の支援の具体的取組みの一つ

としてサテライトオフィス等進出企業に対して補助金支援を行うとされており、まさにこ

の取組みに合致するものである。 

 

また、同推進計画では、自治体 DX を進めて行くうえで求められる人材像を将来にわたり

出典：島田市中心市街地活性化計画 

出典：島田市中心市街地活性化計画 
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どのように確保し、育成していくのかほとんど記述がされていないと先に述べたとおりで

あるが、 

将来に亘って DX 人材を確保していく取組みに繋がり、将来発生することが予測される課

題に対しての早めの対策となり得る。 

 

５．「島田市都市計画マスタープラン」からの視点る 

このマスタープランには、都市づくりの基本理念として『「成⾧・拡大」から連携・協働に

よる「縮充・持続可能」な都市づくりへの転換』と定められており、更に 5 つの都市づくりの

方向性が示されている。 

大学発 IT 系ベンチャー企業の誘致により、中心市街地の若者が増え、中心市街地の活性

化にもつながり、魅力ある都市づくりに貢献する。また、大学生という若者の自由な発想・

転換・行動により「イノベーション」が起こりやすく、既存産業の付加価値化、ブランド化

といった効果が期待され、活力あるまちづくりの貢献も期待できる。 

 

６．デジタル田園都市構想とのマッチング 

同構想では、デジタル人材の地域への還流促進の観点から、デジタル人材が都市部に偏

在することがないよう起業支援・移住支援等に取組むとされており、これに適合する施策

であるともいえる。 

 

【連携・協働、相互利益】 

産業界（企業・島田商工会議所をはじめとする各種団体）・大学・行政・市民の連携・

協働によりバックアップ体制を整え、起業したい学生を全面的に支援し、起業したい学

生からは、地域活性化への協力を求め、お互い Win-Win の関係を作りながら行う地方

創生に向けた総合プロジェクトとある。 

 

【空き家対策・地域コミュニティ形成】 

空き家・空き店舗を利用することで空き家対策の一環ともなり、起業したい学生と島

田市民との間でコミュニティを形成しながら、稼げるまちづくりを目指し、まちのにぎ

わいと活力を生み出しながら、地域価値の創造をどのようにしたら実現できるのか協

働しながら模索していく事業にもなる。 
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各対象に期待される役割は下記の表のとおりである。 

【各対象者に期待される役割】 

対象者 期待される役割 

島田市 企業誘致活動、インフラ整備支援、補助金等支援 

産業界 

（企業・各種団体） 

資金調達支援、経営支援、法務支援、労務管理支援、マッチング支

援、 

マーケティング支援 

市民 空き店舗等の情報提供・空き店舗等の提供、地元活動等の情報提供・

交流支援 

大学 起業相談支援 

起業者（大学生） 地域経済への貢献、新産業・雇用の創出、地元活動への参加・交流 

 

【島田 YEG の役割】 

島田 YEG とは、島田商工会議所の会員事業所に所属する経営者及びその後継者又は中堅

管理者で満 20 歳以上満 49 歳以下の者で構成されている組織である。 

そのため、特定業種に携わる企業・個人会員で構成される業界団体とは異なり、幅広い業

種の企業等の会員が所属している。 

また、島田 YEG は、日本商工会所青年部（以下「日本 YEG」という。）に加盟しており、

島田 YEG メンバーが日本 YEG 委員会に出向し、普段から日本全国 417 の YEG 単会、日本

全国の YEG メンバーとビジネス交流会や経営に関する勉強会等の活動を通じて日本全国の

YEG と交流・連携を行っている。 

 

このため、ＹＥＧは起業後に求められる支援①新規販路開拓支援、②人材確保支援、③資

金調達支援、④企業法務支援、⑤労務管理支援等への対応が可能な団体であり、島田市内に

留まらず、日本全国のＹＥＧメンバーとの人脈づくり、ビジネスマッチングを得意とすると

ころである。 
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その２ 

Society 5.0 ＊１に向けた人材育成の観点から産学官民連携により起業家精神教育と最

先端なデジタル技術を学ぶことができる『市立高等専門学校』を設立し、地方創生を

担う人材の育成に取組む。 
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1. Society 4.0 から Society 5.0 の社会変化に対応した高等教育改革の必要性 

内閣府では、科学技術施策として Society 5.0 の実現を目指している。 

これまでの情報社会（Society 4.0）では知識や情報が共有されず、 

１）分野横断的な連携が不十分。 

２）あふれる情報から必要な情報を見つけて分析する作業の負担。 

３）年齢、障害等による労働や行動範囲の制約の存在。 

４）少子高齢化や地方の過疎化などの課題に対して様々な制約の存在 

により十分に対応することが困難であったと分析している。 

これを受けて、第５期科学技術基本計画においては、日本国が目指すべき未来社会の姿

『経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会（Society 5.0）』の実現を目指し

ている（文部科学省 HP より）。 

Society 5.0 社会の実現に向けて、文部科学省では、Society 5.0 に向けた人材育成に係る

大臣懇談会を９回開催し、ここで議論された内容と省内で議論した内容を整理し平成 30 年

6 月５日に『Society 5.0 に向けた人材育成～ 社会が変わる、学びが変わる ～』を発表し

た。 

この中で、Society 5.0 に向けた教育・研究分野における日本社会の現状を 

① AI とその基礎となる数学や情報科学等に関する研究開発と教育が遅れている。 

② 情報科学や AI に関する高度な知識・技術を持つ人材の数が極めて限定的である。 

と分析し、学生や社会人が情報科学の素養を身に付けるための受皿となる情報科学系教

育体制の充実を喫緊の課題であると指摘している。 

 

２．高等教育の変化の可能性 

同報告書 第３章では、新たな時代に向けた学びの変革、取り組むべき施策の一つとして

高等教育の変革「地域キュービック高校の創設により、地域内（地元の自治体、高等教育機

関、産業界）連携により地方創生を担う人材を地域で育てる」ような高等教育へと転換する

取組みを推進するとしている。 
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③ 地域の良さを学びコミュニティを支える人材の育成  

高等学校が実務に即した様々な分野の学習できるよう環境整備等を行い、地域人材の育

成を推進する。これを具体化するため、地域の地域による地域のための高等学校改革「地

域高校（地域キュービック高校）」を創設する。 

地域高校においては、地元市町村・高等教育機関・産業界・医療介護施設・農林水産業等

のコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究的な学びの実現等を通じて、地域に

関する産業や文化等に関する特色ある科目（例：観光学）を必ず履修させるなど、高等学

校を地方創生の核として、生徒が「やりたいこと」を見つけられる教育機関へと転換し、

地域の良さを支える人材を育成する。 

 

 

このように今後、Society 5.0 に向けた人材育成の観点から、15 歳からの教育環境が大き

く変わっていく可能性がある。 

 

地方創生を担う人材は、地域自ら育てていかなければならない時代がやってくると言わ

ざるをえない。 

 

３．Society 5.0 時代に向けた高等教育の在り方の検討 

このため、県下 No.1 DX のまち島田市を目指すにあたり、早い段階から Society 5.0 を視

野に入れた地方創生を担う人材育成を進めていく必要がある。 

令和４年度島田 YEG 政策委員会では、Society 5.0 時代に求められる人材像を 

 

『既存の枠組みや従来の延⾧では対応できない課題に立ち向かう探究力を備え、 

自ら課題を発見し解決手法を模索し、探究的な活動を積極的に行うことができる人材』 

（第６期科学技術・イノベーション基本計画を参考に島田 YEG が要約） 

 

と定めた。 

こうした人材を育成するためには、デジタル技術習得のほかに 

① アントレプレナーシップ教育 

② リーダーシップ教育  

も重要であることから、地元起業家や外部人材等の民間人材を積極的に活用した専門性が

高い教育が必要である。 

更に、専門性が高い技術と起業家精神・リーダーシップ教育を学ぶ必要性から３年間とい

う短い期間ではなく、５年間という⾧い期間を設定し、Society 5.0 時代に求められる人材

の育成に取り組む必要があると結論付けた。 

出典：Society5.0 に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～ 
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こうした教育環境整備の取り組みには、行政のほか、地元事業所、各種団体、市民等を巻

き込んだオール島田で取り組む必要がある。 

 

島田 YEG との連携・協働 

島田 YEG の団体としての特性について先に述べた通りであり、上記取組みに対して大き

な役割を担うことができる団体である。 

講師派遣について例にとるならば、島田市内の経営者・起業家のほか日本全国の経営者・

起業家を招くことができる。 

そのため、より先進的かつ高度で、幅広い教育を与えることができる。 

 

以上 
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Research Focus≪自治体 DX の動向シリーズ №1≫2022 年 10 月 25 日 No.2022-038 

経済産業省 HP 大学発ベンチャーデーターベース 

大学発ベンチャーの実態等に関する調査 2022 年 5 月 株式会社価値総合研究所 

文部科学省 HP Society 5.0  

Society 5.0 に向けた人材育成～ 社会が変わる、学びが変わる ～平成 30 年 6 月 5 日 

Society 5.0 に向けた人材育成に係る大臣懇談会 

新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォース 

（第６期科学技術・イノベーション基本計画 
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策定メンバー 
島田商工会議所青年部 政策委員会 

理事（委員⾧） 松原慶喜 株式会社 マニック 

委員（副委員⾧） 岩本 訓 司法書士事務所ならま 

委員（副委員⾧） 奥尾卓安 島田防災設備 株式会社 

委員（書記） 鈴木栄章 東洋工機 株式会社 

委員 天野恵介 株式会社 アマノコーポレーション 

委員 浦野彰人 酒創庫 KAMEYA  

委員 大石佳彦 東遠ガス熔材 株式会社 

委員 後藤岳久 島田バス 株式会社 

委員 斎藤 南 和蔵 

委員 提坂大介 株式会社 提坂工務店 

委員 田中丈雄 富士商工 株式会社 

委員 塚本和成 有限会社 塚本商店 

委員 寺岡 健 株式会社 寺岡薬局 

委員 冨岡雅伸 株式会社 テーラートミヤ 

委員 山田良樹 株式会社 Aprico 

委員 山本吉富 株式会社 島田鋳造所 

 

担当副会⾧ 浅野達哉 株式会社 浅野新聞店 

担当監事 坂本祥彰 社会保険労務士法人さかもと事務所 

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島田商工会議所青年部 

Shimada Young Entrepreneurs Group 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

島田商工会議所 

〒427-0029 静岡県島田市日之出町4-1 

TEL.（0547）37-7155 FAX.（0547）37-5250 

http://www.shimada-cci.or.jp/yeg/ 


